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1．はじめに
　A．W．　Shawに源流をもつと言われるマーケティング理論は，いくつかの流れとなって展開さ
れてきた。本稿はこのうちの一つの流れに着目したもので，この流れは，Sheth　et　al．（1988）
のマーケティングの学説研究によって「制度学派」（institutional　school）として分類されてい
るものである。
　しかし，Sheth　et　al．（1988）の学説分類には問題があることがよく指摘される（例えば，堀
越［2001コ）。この制度学派と呼ばれるクラスターに関してもそのことは当てはまり，同じ説明・
理解の方法を共有していないにも拘らず，これらの研究は同じ学派に分類されてしまっているの
である。もちろん，研究対象に関しては，ある程度同じようなものを共有しているといえるかも
しれないが，それについても厳密には異なっているように思われる。このように研究対象も説明・
理解の方法も異なる諸研究が同じ学派として括られることを不思議に思う一方で，さらに不思議
に思うのが我々マーケティング論者の間（少なくとも筆者）に，下手をすればそのまま素直に受
け入れてしまうのではと思える背景があるということである。確かに，方法論的性質さえ問わな
ければ，制度という曖昧・多義な言葉の魔力によって，これら一連の研究は一つの学派として見
えてしまうのかもしれない。したがって，筆者もこれら一連の研究を一つの研究群程度に分類す
ることに同意するものである。しかしながら，何となく同じに見えるといった次元で，学説分類
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を行うことが学説研究として適切であるとは思えない。
　そこで，本稿は第一に，Sheth　et　al．（1988）によって制度学派と呼ばれた研究群を研究対象
および方法論的性質から整理することを目的としている。また，制度学派という呼称は前述のよ
うな理由で適切ではないので，ここでは暫定的に制度的研究と呼ぶことにする。
　マーケティングが経済学から分派した分野であるとはいえ，その中でも特にこの制度的研究は
経済学の影響を強く受けている領域であるといえる。マーケティングにおける制度的研究の中に
はミクロ経済学的な制度研究（流通チャネル構造および垂直的統合に関する研究）も存在するの
であるが，経済学の影響をみるとき，我々は特に2つの制度主義に逢着するのである。一つは，
T．Veblen，　J．　R．　Commons，　W．　C．　Mitche11等に代表され，（旧）制度主義（lnstitutionalism）
または（旧）制度派経済学（Institutional　Economics）と呼ばれるものであり，もう一つは，
RH．　CoaseやO．　E．　Williamson等に代表され，新制度主義（New　Institutionalism）または新
制度派経済学（New　lnstitutional　Economics）と呼ばれるものである（D。
　ただ問題となるのは，依拠しているそれぞれの経済学のアプローチが異なる方法論的基礎を有
しているということである。マーケティングにおける制度的研究の方法論的基礎が統一的でない
のもここに原因がある。それは大きく2つに分けることができる。一つは全体論的な立場のアプ
ローチで，もう一つは方法論的個人主義に立脚するものである。前者には旧制度主義が分類され，
後者には新制度主義が分類される②。同様に制度研究として，進化的な経済学を標榜する諸アプ
ローチが近年展開されてきている。これらのアプローチが今後マーケティングの制度的研究に大
きくかかわっていくことは想像に難くないが，この中にも全体論・有機体論的な立場に立脚する
アプローチと方法論的個人主義に立脚するアプローチの両方があるのである。
　よって，本稿の第二の目的は，経済学における制度研究の諸アプローチの方法論的基礎につい
て論じることである。新・旧制度主義の方法論的基礎はもちろんのこと，最近展開されてきた進
化的な経済学の諸アプローチについても方法論上の性質に着目して分類するつもりである。
H．マーケティングにおける制度的研究の系譜と新・旧制度派経済学の影響
　まず，マーケティングにおける制度的研究の系譜を簡単に辿ってみることにしよう。1940年
代までに限ってみると，それは，中間商人の位置づけ→機関別アプローチ（institutional　ap－
proach；マーケティングの伝統的アプローチの一つ）→流通機構のシステム的把握への志向
（Breyer［1934］による）→マーケティング構造論（Duddy　arld　Revzan［1947］による）の流
れである（荒川，1978，p．218）。さらにこの流れは，　Sheth　et　al．（1988）の分類に従えば，その
（1）新制度主義と明確に区別するため，以下では便宜的に，Veblen等に代表される制度主義を旧制度主
　義と呼ぶことにする。
（2）周知のことであるが，経済学における新古典派経済学やオーストリー学派，またマーケティングにお
　　けるミクロ経済学的な流通チャネル構造研究も後者に分類される。
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後1970年代前半までの間に，マーケティング・チャネルの発生やチャネル構造の進化，有効か
つ効率的な制度的フレームワークの設計などに関する研究として展開されることとなるのである
（P．91）。
　Sheth　et　al．（1988）は，制度学派の直系の子孫が「組織ダイナミックス学派」であると述べ
ている。彼等によれば，この組織ダイナミックス学派というのはいわゆるチャネル管理に対する
パワー・アプローチなどのことのようであるが，ここでまた問題が生じる。つまりこのような社
会学的または社会心理学的な研究が制度学派の直系の子孫になるというのは理解に苦しむところ
である。おそらくは，流通チャネル研究だからという理由によるのであろうが。
　また，執筆された年代が80年代だった所為か，Sheth　et　al．（1988）において，新制度主義の
影響を受けた研究は取り扱われていないが，Sheth　et　al．（1988）の分類基準に従うなら，新制
度主義の影響を受けた研究は彼等のいう制度学派に分類されると思われる。というのも，彼等は
この学派を相互作用的・経済学的な学派と位置づけ，流通機構，流通チャネル構造（主に垂直的
統合の問題）を扱う研究群として考えているように思われるからである。そこで，ここでは，新
制度派経済学の理論的成果を応用した研究，特に流通部面での垂直的統合の問題を姐上に載せ，
取引の効率化という観点からそれを説明しようとする研究（いわゆる取引費用分析）も含めて，
マーケティングにおける制度的研究として位置づけることにする。ここでもう少しマーケティン
グにおける制度的研究について敷術しよう。
　マーケティングの体系的研究の噛矢は，Shawの「市場流通の若干の問題」（Some　Problems
in　Mαrleet　Distn’bution）とされているが，マーケティング研究の展開はまず機能研究を中心に
旋回し，F．　E．　Clarkなどにより機能研究が大成されると，商品の分類が試みられていく。やが
て，マーケティング現象を総合的に捉えるために，マーケティング研究のアプローチとして，い
わゆる3つの伝統的アプローチ（3）が提唱されるようになるのである（荒川，1978，pp．23－24）。
その一つである機関別アプローチは，商品流通にかかわる中間商人（middleman）のタイプお
よび流通チャネルの構造などを認識し，またそれに関連して彼らの遂行する機能や取り扱う商品
なども記述する研究と一般的に解されるが，そこではさらに，チャネル選択や垂直的統合の問題
も扱われたりもする。Converse（1935）は，主にマ・一一ケティング費用の削減という観点から垂
直的統合の利点を述べ，統合の限界を組織の調整・管理の問題から分析している。もっとも，こ
の段階での研究は帰納的で記述的な方法によって特徴づけられ，また理論としての成熟度もそれ
ほど高いものではないと思われるが，このような初期の研究が，その後経済的効率性の観点から
展開されるさまざまな流通チャネル構造研究の基礎になっていると思われる。
　さて，マーケティング理論の萌芽期とされる20世紀初頭のアメリカは，前述した旧制度主義
（3）　ここで述べるまでもなく，3つのアプローチとは，前述した機関別アプローチのほかに，機能別アプ
　　ローチ（functional　approach），商品別アプローチ（commodity　approach）のことを指すが，ちな
　みに，この3つのアプローチは，1921年にC．S．　Duncanによって初めて言及され，　P．　D．　Converseが
　それを明確な形で表現したとされる（荒川，1960，p．59）。
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が徐々に発展してくる時期でもあった。もちろん，それが初期のマーケティング研究にどれだけ
の影響力をもっていたかは定かではないが，それを窺わせる研究はあったようである。例えば，
マーケティング理論の黎明期において，Shawと同様に大きな貢献を果たしたとされ，制度主義
または全体論（holism）に立脚していたと目されるL．　D．　H．　Weldによる研究である。　Shawが
方法論的個人主義に立脚し，事態の有り様を状況の論理④に従って説明しようとしたのに対し
て，Weldは，事態の有り様を研究し理解するに際して，何よりも制度的枠組みの作用形式から
くる影響を総体として，全体論的な（holistic）アプローチに価値を見出していたということで
ある（堀田，1991，pp．28－29）。また，方法論的基礎はさておき，　Clarkの機能論における「交
換機能」（functions　of　exchange）と「物理的供給機能」（functions　of　physical　supply）の
区別が，Commonsのいう「取引」（transactions）と「引渡し」（delivery）の区別に一致する
（荒川，1960，pp．50－51）という指摘もある。
　もう少し明確な形で（決して明示的ではないが）旧制度主義の影響を受けていたと目される研
究は，Breyer（1934）である。　Breyer（1934）は，その著書名The　Marketing　lnstitutionから，
伝統的アプローチの“institutional　approach”に関するものと捉えられかねないものであるが，
決してそうではない。伝統的アプローチが，複雑なマーケティング現象全体を商品・機能・機関
といったように個々に分解してから，またそれを総合して全体を把握しようとするのに対して，
Breyer（1934）は，「全体は部分の総和以上のもの」という思考の下，その全体をマーケティン
グ制度としてそのまま認識しようとしたのである（光澤，1993，p．162）。　Breyer（1934）はその
序文において，彼が市場条件と社会福祉という2つの観点から市場流通の統一的把握を試みてい
ることを述べている。このように，彼の研究は全体論および社会改良主義（social　reformism）
に立脚しているのであり，これは旧制度主義に通じるものであると評価できるのである（光澤，
1993，pp．162－163）o
　最も明確な形で旧制度主義の影響を受けているのは，Duddy　and　Revzan（1947）である。そ
の序文にもあるように，彼らはマーケティングを有機的全体（organic　whole）として捉えてお
り，そこからも旧制度主義の影響を窺い知ることができる。彼らは，制度主義的な思考に倣って，
価格などによる調整メカニズムだけでなく，交換が行われる制度的組織や文化的環境の変動パター
ンにも関心を寄せていると主張する（Duddy　and　Revzan，1947，　p．14）。また，　Revzan（1965）
は，Duddy　and　Revzan（1947）を踏襲しつつ，制度主義的な思考への一層の傾倒を示している。
（4）状況の論理（状況分析）の提唱者はK．R．　Popperであるが，彼はそれを次のように説明している。
　つまり，「状況的分析と私がいうのは，行為者のおかれている状況に訴えるところの，ある人間行動に
　ついてのある種の暫定的または推測的説明である。それは歴史的説明かもしれない。われわれはおそら
　　く諸観念のある種の構造がいかにして，またなぜ，生み出されたかを説明しようとするかもしれない。
　　たしかに，いかなる創造的行為も決して完全に説明することはできない。それにもかかわらず，われわ
　れは推測的に，その行為者のおかれた問題状況の理想的な再構成を与え，その程度までその行為を「理
　解可能」（または「合理的理解可能」）に，つまり彼の見たがままの状況にふさわしいものにしようと試
　みることができる。この状況分析法は，合理性原理の応用といえる」（Popper，1972，邦訳pp．202－203）
　　と。また，Popper（1950，1957）も参照のこと。
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Revzan（1965）は，一連の議論を通じて，8つの命題を導いているが，その中のいくつかのも
の，例えば，「マーケティング組織は相互関連する構造もしくは有機体のシステムの作動（func－
tioning）として考えられる」や「マーケティング・システム全体の中で作用している各々の制
度は，特定の社会・経済・文化的環境に関連した進化的パターンの観点から分析されるべきであ
る」（p．132）といったものは，旧制度主義に依拠している証左であると解される。
　以上が1940年代までの代表的な制度的研究であるが，以上のことから次のことがいえるであ
ろう。つまり，制度的研究といっても，機関別アプローチに始まり流通チャネル構造（垂直的統
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合）に関する研究に至る，文字通り「制度の研究」，そして旧制度主義の特に全体論的な思考に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　影響された（もちろん制度の研究に関係もしているが），いわば「制度主義的研究」の2つがあ
るということである。前者が研究の対象としていたものは，機関としての制度，流通チャネル構
造（主に垂直的統合問題）である。また，後者が研究対象としていたものは，流通機構で，それ
はマクロ・マーケティング的な研究であったと思われる。ただここで付言するなら，後者の研究
は全体論的な研究を志向していたことは確かであるが，それが意図した通りに成功していたかど
うかの評価とは別の問題であることはいうまでもない⑤。
　その後1970年代前半に至るまでのいくつかの代表的な制度的研究を取り上げることにしよう。
これらの研究は流通チャネル構造に関する研究であり，いずれも，流通費用の効率性の観点から
流通チャネル構造について論じている。また，全体論的な立場をとらず，方法論的個人主義に立
脚しているところに特徴がある。
　まず，延期一投機の原理から独自の流通チャネル構造論を展開したBucklin（1965）である。
彼は，流通チャネル構造と産出一費用との関係について，ミクロ経済学に依拠して，比較静学的
な分析を行っている。そして，流通チャネル構造によって，チャネル産出（流通サービス）の費
用関数が異なることに着目し，効率性の観点から流通チャネル構造（彼においては，中間・投機
的在庫の有無）の決定について論じている。
　同じく，流通チャネル構造に関する議論として，Mallen（1973）がある。彼は，　Stigler（1951）
の研究を用いて垂直的統合と機能移転（functional　spin－off）について分析した。　Stigler（1951）
はA．Smithの「分業の程度は市場の大きさによって制限される」という定理から，「垂直的統
合は，新しい産業において現れ，産業の成長とともに，費用逓減的な機能はそれを一手に引き受
ける業者にスピン・オフされ，やがて，衰退期において再び垂直的統合が生じる」という命題を
導き出した。この命題をもとにMallen（1973）は，マーケティング機能の中間商人への分離な
どに関するいくつかの仮説を導出している。
　さらに，特に1980年頃から，流通チャネル構造に関する研究は，新制度主義の理論的成果を
取り入れるようになった。特に，流通部面での垂直的統合の研究のために新制度主義の取引費用
経済学が応用されたのであった。Mallen（1973）の研究は流通機能遂行の費用に着目したもの
（5）　おそらく，方法論的個人主義に立脚する論者であれば，全体論的なアプローチというのは成功しない
　　と論じるであろう（Popper［1957］などを参照のこと）。
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であったが，取引費用分析は文字通り取引費用に着目したものであった（6）。また多くの経験的研
究がなされたのであったが，そのことは，Rindfleisch　and　Heide（1997）に紹介されている経
験的研究の数からも窺えることである。いずれにせよ，新制度主義がマーケティング研究に大き
な影響力をもってきたことは確かである〔7）。
　以上のように，マーケティング研究において新・旧制度主義は大きな影響力をもっていたので
あるが，ここで重要なことは，同じ制度主義を標榜しながらも，旧制度主義と新制度主義は同じ
方法論的基礎を共有していないということである。どちらのアプローチに依拠するにせよ，その
方法論的基礎を認識しておくことは重要なことのように思われる。特に，昨今の経済学において
制度主義を標榜する諸アプローチ間の関係は非常に複雑である。旧制度主義のVeblenの研究を
再評価しダーウィン進化論のメタファーを用いるアプローチ，進化ゲーム論的アプローチ，複雑
系の経済学，さらには比較制度分析などいくつか存在し，それぞれ微妙な関係を保っている。今
までのマーケティングと経済学との関係からも，これらの研究がマーケティング研究に応用され
ていくであろうことは想像に難くないが，ここで，新・旧制度主義の方法論的基礎の違いを認識
するとともに，さらに「進化」という言葉を旗印にしたいくつかのアプローチを含めて，それら
の関係について論じることは意義あることのように思われる。
皿．新・旧制度派経済学の方法論的基礎
　経済学における旧制度主義と新制度主義とを比較する前に，いかにして旧制度主義が衰退し，
多少の時間的な空白はあったが，新制度主義として再び制度研究が経済学において脚光を浴びる
ようになったのか，その経緯について簡単に述べることは意義あることのように思われる。
　独創性に満ちた経済学者と評され，制度主義の祖に位置づけられるVeblenが活躍し始めるの
は19世紀の終わり頃である。Veblenは古典派・新古典派の理論が現実妥当的でないと厳しく
批判するとともに，経済学に進化論的な方法を取り入れようとしたことでよく知られている。旧
制度主義は新古典派いわば主流派の経済学とは異なるアプローチをとり，1920～30年代には大
きな影響力をもつようになった。しかし，やがて物理学を模した数学的形式主義（mathemati一
（6）　ここで忘れてはならないことは，マーケティングにおいては，このように流通および取引の効率性と
　　いう観点から垂直的統合を説明しようとするものの他に，大規模製造業者による市場もしくは流通支配
　　という観点から説明しようとする研究があり，後者もまたマーケティングにおいて支配的であったとい
　　うことである。
　　また，マーケティングまたは流通費用と取引費用経済学における取引費用とは異なる概念であると思
　われる。前者はある意味技術的な問題であって，そのような研究においては誰が当該機能を最も効率よ
　　く遂行できるかということが明示的にも暗示的にも問題となっている。一方，後者は主に機会主義
　　（opportunism）や限定合理性（bounded　rationality）といった人的要因などに起因する費用であっ
　て，そのような研究においてはガバナンスが主な問題となっているのである。
（7）　このことは，1980～1990年代に盛んに展開されてきたリレーションシップ・マーケティングにもあ
　　る程度当てはまることであるように思われる。それは，機会主義や資産特殊性（asset　specificity）な
　　どの概念の借用という形で現れていると思われる。
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cal　formalism）の興隆や新古典派総合の構築により，1960年代までにはすっかりその影は薄く
なっていたのである（8）（Hodgson，1993a，　p．2；Hodgson，1993b，　pp．164－165）Q
　数理的な分析手法による市場メカニズムの解明への傾斜とその華々しい成功の中で，制度研究
や進化論的な思考は経済学の中でほとんど消滅したかに見えたが，1970年代頃から新制度主義
または新制度派経済学と呼ばれる学派が新たに台頭してきた。但しこれは，このあと述べるよう
に，旧制度主義の思想をすべて受け継いでいるわけではない。主流派の経済学に挑戦し，やがて
経済学の隅に追いやられた旧制度主義と同じ轍は踏まないということであろうか。新制度主義を
標榜する人々は，制度主義に「新」という言葉を冠して，Veblen等の旧制度主義とは一線を画
そうとする。いずれにせよ，こうして，制度というものが再び重要な分析対象として経済学にお
いて脚光を浴びるようになったのである。
1．旧制度主義
　旧制度主義を代表する研究者として，Veblen，　Commons，　Mitchellがいることは既に述べた
が，ここではVeblenとCommons，特にVeblenの思考を中心に論じることにしよう。これに
は理由がある。それは単に，Veblenが制度主義の創始者であるからという理由によるものでは
ない。彼の基本的な思想は旧制度主義の人々の間で共有されただけでなく，現在に至っても，
R．R．　Nelson，　S．　G．　Winter，　G．　M．　Hodgson等に代表される進化経済学的アプロrチの理論根底
に生き続けていると思われるからである。したがって，現代における進化経済学的アプローチの
説明・理解の方法を知る上でVeblenの思考は助けとなるのである。もちろん，　Commonsや
Mitchellの貢献を軽視するわけではなく，紙幅の関係上そのようにした。
　主流派の経済学における「経済人」（homo　economicus）の仮定は，よく批判に晒されてき
たが，Veblenもまたこのような人間仮説を批判してきた論者として知られている。　Veblenは
快楽主義的な人間観念を次のように規定し，人間行動を快楽主義的な観点から説明しようとする
ものに批判的である。次の引用文は，C，　Mengerなどの限界効用理論に向けられたものであった
が，新古典派経済学にも向けられていると考えてよいと思われるので，少し長くなるが引用する
ことにしよう。
　「快楽主義的な人間観念とは，快楽と苦痛を電光石火のごとく計算する計算機のようなもので
あって，彼は幸福を追求する欲望の玉のごとく，刺激を受けて，動き回るが，彼自身が変わるこ
とはない。彼には前歴もなければ将来もない。孤立し，確立した人間素材であって，衝撃的な力
に揉まれてあちこちに動かされる場合を除いては，安定的な均衡状態にある。単元的な空間
（elemental　space）に自らを課し，彼自身の精神的な軸のまわりを対称的にぐるぐる回る。やが
（8）　もちろん，旧制度主義の受け継ぐ」，K．　Galbraith，　G．　Myrdal，　G．　Colm，　C．　E．　Ayresなどを忘れては
　ならない。Gruchy（1972）はこのような旧制度主義の継承者たちをネオ制度派経済学（Neo－Insti－
　tutional　Economics）と呼んでいる。ちなみに，旧制度主義の影響を受けたネオ制度派経済学は，
　Williamson（1975）の言う新制度派経済学とは方法論的基礎がかなり異なっている。この相違につい
　てはこのあとに論じられる。
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て，いわゆる力の平行四辺形の法則が彼を動かし，彼は合力の直線に沿って歩むようになる。そ
して，衝撃の力が尽きたときには静止して，前のような独立した欲望の玉に戻る。」（Veblen，
1919，p，73）
　このような皮肉に満ちた文章によって，快楽主義的な理論前提に基づく経済理論の構築を
Veblenは批判するのだが，これは，単に快楽と苦痛とを合理的に計算する人間像を批判してい
るだけでなく，外的な諸力によって快楽や苦痛を味わう受動的な存在として人間を捉えることも
批判しているのである。Veblenの興味は，経済制度（9）として認識される生活の習慣や方法が人々
の経済利害によってどのように形成され，どのように累積的に成長していくのかということにあっ
たが（Veblen，1919，　p．76），快楽主義的な理論前提の下では，経済的利害が人間の行動に関連づ
けて考えられず，思考習慣の累積的な成長とは無関係に議論されてしまうと考えていたのである
（Veblen，1919，　p．78）。つまり，　Hodgson（1988）の言葉を借りるなら，そのような前提の下で
は，個人の選好は所与として扱われてしまうところに問題があるのである。
　また，Veblenは，ダーウィン進化論に基づいて経済理論を構築しようとしたことで知られて
いる。もっとも，その進化論的な思考とは，しばしば広い意味，発展主義的な意味においてであっ
て，自然淘汰のメカニズムに対しては，あまり注意が向けられなかったようである（Hodgson，
1993b，邦訳p．187）。　Veblenにとっての進化とは，「どのような傾向も最終的な目的も完結も存
在しない，盲目的な累積的因果関係の図式」（Veblen，1919，　p．436）である。この図式はVeblen
の制度研究を語る上でもっとも重要なものの一つであることに間違いはない。
　旧制度主義は，制度の発展・変化のプロセスを進化のプロセス，累積的変化として捉えようと
する。つまり，経済行動は制度的環境によって規定されると同時に，どのような経済行動がとら
れたかによって制度的環境も変化するという前提の下，制度的環境と経済行動との間にあるこの
ような相互作用を進化プロセスに喩えて，理論構築しようとするのである　（Gordon，1963，
pp．124－125）。ちなみに，発展のプロセスを重視しているという点でマルクス理論に類似してい
るように見えるが，次の点で旧制度主義やダーウィニズムは区別される。すなわち，マルクス理
論においては，階級闘争の行き着く先として階級なき経済構造（the　classless　economic　struc－
ture）が仮定されているように，そのプロセスは完結的であるが，ダーウィニズムにおいてその
ような最終的な到達点というものは存在しないのである（Veblen，1919，　pp．416－417）。
　また，制度（思考習慣）の生成・発展に関するこのような累積的因果性または自己強化的側面
は，ある種のポジティブ・フィードバックのプロセスやロックイン現象に関連するかもしれない
（Hodgson，1993b，邦訳p．198）。つまりそれは，　Veblenなどの旧制度主義の理論には，経路依
存性（path　dependence）（且゜）が仮定されているか，もしくはそれが組み込まれているということ
（9）　ちなみに，Veblenは制度を「個人と社会の特定の関係なり，特定の機能に関する支配的な思考習慣」
　　（Veblen，　1899，邦訳pp．183－184）または「人々の総体に共通なものとして定着した思考習慣」（Veblen，
　　1919，　p．239）と定義している。
（10）　経路依存，またポジティブ・フィードバックやロックイン現象などについては，Arthur（1988，1989，
　　1994）などを参考にされたい。
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であろう。いずれにせよ，累積的因果性は，より複雑化・多様化していく制度変化のプロセスを
記述するVeblenの理論の基礎となっているのである。
　ここで，旧制度主義者たちが方法論上依拠した哲学者について若干論じることにしよう。まず，
前節でも述べたように，旧制度主義は全体論・有機体論的な性格を有している。これについては，
例えば，Commons（1959）が明確に，　A．　N．　Whiteheadの有機体論から影響を受けていると述
べている（p．96，619）。またよく指摘されるのが，旧制度主義はC．S．　Peirce，　W．　James，　J．　Dewey
といったプラグマティズムの哲学者の影響を受けていたということである（Commons，1959，
pp．150－156；Dorfman，1934，邦訳p．60；Hodgson，1993b，邦訳p．14，189；佐々木，1995，　p．74；
ホジソン，1998，p．66）。
　Peirceは帰納とも演繹とも異なる「アブダクション」（abduction）という概念を提示してい
ることでよく知られている。Dorfman（1934）によれば，　Veblenは，ジョンズ・ホプキンス大
の学生のころ，臨時講師として来ていたPeirceの講義に興味をもっていたようである。当時，
Peirceは「すでに，『科学の論理』についての一連の論文を刊行していた。それらは，『思考の
全機能は行為の習慣を生み出すこと』であり，研究の『指導原理』となるのは『思考習慣』であ
ること，そして『思考は一つの行為であり』，それがさらなる思考へとつながることを強調して
いた」（Dorfman，1934，邦訳p．60）。まさに，「思考習慣」を制度と定義し，累積的因果性を重
視したVeblenの制度研究に，このPeirceの思考は活かされているように思われる。
　最後に，旧制度主義の特徴を要約することにしよう。それは，主流派の経済学が無視してきた
制度を重要視していること，経済人の仮定に対する批判的立場，全体論・有機体論的思考，
Peirceなどのプラグマティズムの影響，制度変化プロセスを累積的変化として捉えるなどであ
る。このあとに論じる新制度主義と比較するとき，制度を重要視することおよび経済人の仮定に
対する批判的立場は両者が共有していることである。しかし，それ以外の点に関しては新制度主
義によって受け継がれることはなかったと思われる。ただし，取引を分析単位とするという点は，
新制度主義の取引費用経済学がCommonsから受け継いだものである。
2．新制度主義
　CoaseやWilliamsonに代表される新制度主義または新制度派経済学は，前述したように1970
年代から台頭してきた。そもそも「新制度派経済学」という名称はWilliamson（1975）によっ
て一般的なものとなったが，これはいくつかのアプローチの総称として使用されている。つまり，
新制度派経済学という名称によって括られる範囲は決して明確とは言えないが，それは取引費用
経済学，プロパティー・ライツ理論，エージェンシー理論などの諸アプローチを含んでいると考
えてよい。もちろん，そのような総称が存在するということは，これらのアプローチに何らかの
共通点があるからであり，このあと論じるように明らかに方法論上いくつかの共通した特徴を有
している。そして，この新制度主i義の方法論的特徴は，同じ制度主義を標榜していても，旧制度
主義のものとはかなり異なっているのである。
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　制度を重要視し，制度の存在や生成を分析の対象とするという点では，新制度主義と旧制度主
義も同じである。確かに，“lnstitutions　matter”という制度主義の根底にある精神は，新・旧
制度主義によって共有されているものなのである。しかし，制度の決定要因を経済理論のツール
によって分析可能であると考えるかどうかが両者に大きな差異をもたらしている（Matthews，
1986，p．903；Williamson，1998，　p．75）。これは，制度を重要視する点は同じでも，研究の方法に
関して旧制度主義と新制度主義は異なっているということを述べている。すなわち，経済理論の
ツールによって制度を分析できると考えるかどうかが，新制度主義と旧制度主義とを分け隔てる
ルビコン河ということなのであろう。
　基本的に，新制度主義者は旧制度主義の研究に対して，「理論をもたない単なる事実の集積物」
（例えば，Coase［1998，　p．72］）という否定的な評価を与えるが（11），一方で，彼らは新古典派経
済学とも一定の距離を置いている（t2）。　Langlois（1986a）による次の主張は，新制度主義の立場
を端的に述べている。つまり，「歴史学派や初期の制度主義者の多くにかかわる問題は，彼らが
制度をもっているが理論をもたない経済学を望んだことであり，多くの新古典派経済学者の問題
は，制度をもたない経済理論を望んだことである。我々が真に望むべきものは制度と理論の両方
である」（p．5）と。
　論者やアブ戸一チにより差はあるが，新制度主義はいくつかの点で新古典派経済学の修正を図っ
ている。例えば，人間仮説として限定合理性を導入し，また経済現象を進化的で動態的なものと
見倣し，経済活動の調整が幅広く経済的・社会的な諸制度に支えられていると見倣す態度は，新
古典派経済学から新制度主義を引き離す特徴である（Langlois，1986a，　pp．5－6）。言うまでもな
く，これらは旧制度主義にも通じる精神であるが。
　しかし，より基本的な方法論上の性質に関しては，新制度主義は旧制度主義と異なり，方法論
的個人主義（13）と演繹的な状況分析の採用によって特徴づけられるのである（渡部，1991）。新制
度主義者はしばしば旧制度主義の概究を帰納的方法として特徴づける。前述したように，旧制度
主義は新制度主義者から「データ収集者」と椰楡されることがあるが，これは，新制度主義者が
旧制度主義の研究をそのように特徴づけていることを意味している。
　確かに，Hodgson（1988）が指摘するように，現実のどのような観察も理論ないしは概念か
ら自由ではなく，我々は観察やデータ収集だけで正確な経済現象の理解はできないのであり，当
時多くの制度主義を標榜する人々が（Veblenほか少数を例外として），政治・経済的諸制度の
（ll）新制度主義が旧制度主義の研究のすべてを否定的に考えているわけではない。例えば，　Williamson
　　は，取引を分析単位としていたCommonsの研究を例外的に高く評価している（Williamson，1975，邦
　　訳pp．7－8；1994，　p．78）。
（12）新制度主義と新古典派経済学との関係は，次のように考えることが適切かもしれない。つまり，「新
　　制度派経済学が，新古典派経済学の大部分の形而上学的前提を受け継ぎながら理論的構想を形成するい
　　くつかの仮定を修正し，より多くの説明モデルを入手することによって，具体的な現象の説明に関して
　　は，新古典派に比べてより多くの成果を得ている」（丹沢，2000，p．16）と。
（13）　参考までに，Elster（1989）は次のように定義する。「社会生活の基本単位は，個人の人間行為であ
　　る。社会制度や社会変動を説明するというのは，個人の行為や個人間の相互作用の結果として制度や変
　　動がどのようにして生じたかを示すことだ」（邦訳p．14）とする教義であると。
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性質・機能についての主として記述的な仕事のみに専念し，記述的な「リアリズム」のみを重視
する傾向にあったことは決定的に誤りであったし，旧制度主義の没落の原因もそこにあったと思
われる（邦訳p．20）。
　ここでもう少し具体的に，新制度主義が方法論的個人主義と状況分析によって特徴づけられる
かどうか敷術することにしよう。その中でも最もマーケティング研究に影響を与えてきた取引費
用経済学を中心に論じることにする。
　CoaseとWilliamsonに代表される取引費用経済学が，「市場」と「企業組織」などを代替的
な資源配分の調整システムもしくは取引を容易にする制度（ガバナンス構造：governance
structures）と捉え，取引の内部化または外部化（make　or　buy），より正確にはガバナンス構
造の選択を基本的な問題としていることはよく知られているところである。なぜ取引が企業内部
に取り込まれるのか。この問題に対するアプローチとして，Williamson（1975）は，限定合理
性と機会主義という人的要因が不確実性ないしは少数性と結びつくことによって，市場における
取引が困難になるということを強調した。
　このことから，Williamsonが方法論的個人主義に基づいて理論構築しようとしていたことを
理解できると思われる。つまり，取引費用経済学は，ガバナンス構造の選択といういわば社会現
象を限定合理性と機会主義という個人の特性から説明しようとするものであり，まさに方法論的
個人主義に属するものと考えることができるのである。
　次に，取引費用経済学における合理性の扱いである。Williamson（1975）は人的属性の一つ
として限定合理性を採用している。この概念がH．A．　Simonによるものであること，またこの概
念の定義などについては特に説明を要しないと思われるが，Williamson（1990）は，この概念
定義の中に含まれる「意図的」だが「限界がある」という2つの言葉に着目する。その概念につ
いて，彼は，「意図的に合理的な代理人が，効果的に対処しようと努めている。これは明らかに
『合理的精神』の伝統の中にある」（Williamson，1990，邦訳p．248）と主張するのである。そし
τ，Simonの満足化の概念に関しては，「満足化が捨てられ経済的効率化がとられる」
（Williamson，1990，邦訳p．251）と述べている。
　WilliamsonはなぜSimonの限定合理性の概念を適用する一方で満足化を切り捨てたのであ
ろうか。これは，次のLanglois（1986b）の主張に関係していると思われる。彼は，一連の新制
度派経済学のプログラムを提示し，その中で「状況分析を利用せよ。それは，経済主体が自分の
おかれている状況に適切にもしくは合理的に行動するという意味において合理的であると仮定
するものである」（Langlois，1986b，　p．252）と主張する。状況分析というのは前述したように
Popperによるものであるが，まさにWilliamsonの提唱する取引費用経済学は，（意識的である
にせよそうでないにせよ）このPopperの状況分析の方法にしたがっていると解することができ
るのである。つまり，取引費用経済学において，ガバナンス構造の選択という行動は経済主体の
おかれた状況において合理的なものとして分析されるのである。もっとも，その主体のおかれて
いる状況というのは，その主体の限定合理性によって完備な契約を結べない等々の状況なのであ
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るが。これが矛盾しているかどうかについてはさらなる議論が必要とされようが，いずれにせよ，
ここに，Williamsonが限定合理性を採用する一方で，彼の理論から満足化を排除している意味
が隠されているように思われる。
　以上のように，取引費用経済学が方法論的個人主義と演繹的な状況分析を採用していることが
確認されたが，これらは前述したように，旧制度主義から新制度主義を分け隔てるための重要な
特徴であるように思われる。
IV．進化経済学の諸アプローチと新・旧制度派経済学との関係
　1980年代以降，経済学おいて，「進化」という言葉が流行りといわんばかりに，進化の文字を
伴った題名の著書・論文などが急速に増加しつつある。このような現象は，主流派の経済学を批
判する異端に限ったことではなく，KJ．　ArrowやF．　Hahnのように，高名な新古典派経済学者
の中にも機械論的な見方を離れて，生物学に目を向ける者もいる　（Hodgson，1999，
p．87）。しかし，進化という言葉の多義性や曖昧さも手伝って，進化的な経済学とはいったい何
であるのか論じることは難儀なことである（14）。そもそも，A。　Smithをはじめとして進化的な思
想をもった経済学者はこれまでにも沢山いたし，何をもって進化的な経済学と理解すればよいの
か難しいところでもある（15）。
　しかし，進化的な経済学を標榜する最近の研究に限ってみてみると，いくつかの代表的なサブ・
グループを認識できるようである。例えばそれは，進化ゲーム理論，非線形動学モデル，Nelson
and　Winter（1982）に代表される変異一淘汰の諸モデル（以下：進化経済学的アプローチ）で
ある。もちろん，これらは異なるアプローチであるが，2つの主な特質を共有している。一つは，
動態的過程の解明に関心が向けられていることであり，もう一つは，経路依存性を仮定するか，
それを組み込んでいることである（ネルソン，1998，p．4）。
　ここで興味深いことは，これらのアプローチのうち，進化ゲーム理論を制度研究に応用した進
化ゲーム論的アプローチと新制度主義との結びつきが活発であると思われる一方で，Nelson，
Winter，　Hodgsonなどの進化経済学的アプローチが，旧制度主義（特にVeblen）と同類の研究
方法を採用し，ダーウィン進化論を間接的・比喩的に用いて理論構築しようとしているという点
である。この2つのアプローチに注目してこのあと論じることにしよう。
（14）　その原因として，Hodgson（1999）は，「進化経済学」という用語がもつ奇妙な側面，つまり，まる
　でそれがほとんどそれ以上の説明を必要とせず，またすべての人々がその意味を知っているかのように，
　多くの人々がその用語を使用していること，さらには，進化経済学者が自分たちの理論系譜について混
　乱していることを挙げている（p．129）。
（15）　そういった中，Hodgson（1993b，1999）は，いくつかの分類基準を用いて，経済学における進化論
　的なアプローチを分類しており，この点で重要な貢献をしている。
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1．進化ゲーム論的アプローチ
　進化ゲーム理論は，von　Neumann＆Morgensternによって定式化され発展してきたゲーム
理論を生物学へ応用することによって生まれてきた応用分野である。進化ゲーム理論は合理的に
行動するプレーヤーを仮定せず，合理的行動の基準を個体群の動態と安定性の基準に置き換え，
プレーヤーの利得をダーウィンの適応度（fitness）にしている点に特徴がある　（Maynard
Smith，1982，　p．2）。進化ゲームにおいて各プレーヤーは合理的に戦略を選択しているのではなく，
ある特定の純粋または混合戦略をとることを遺伝的方法などによって予めプログラムされており，
多数のプレーヤーからなる集団からランダムにプレーヤーが選択されゲーム（ランダム・マッチ
ング）が何度も繰り返し行われる。そして，自然淘汰（natural　selection）が時間を通じて働く
ことによって集団におけるある状態（戦略の分布）が達成されていくということが想定されてい
る。したがって，合理的に意思決定を行うプレーヤーを想定するゲーム理論とは違って，より現
実世界に則した分析が可能となるのである。
　進化ゲーム理論の中核となっているのは進化的安定戦略（evolutionary　stable　strategy：
ESS）の概念である。　ESSは次のように定義される（Maynard　Smith　1974；1982）。つまり，
「ある純粋もしくは混合戦略がESSであるというのは，集団のほとんどすべての個体がその戦略
をとるようプログラムされているときに，彼らの適応度が，突然変異によって出現する別の純粋
もしくは混合戦略をとる個体の適応度より大きいということである」（16）と。
　この進化的安定性の基準は社会における制度（特に自生的な制度）の分析に利用されることが
多く，それを利用することによって，ある社会状況において，どのような戦略が集団内で普及し，
制度として定着するのかということを調べることができるのである（17）。しかし何といっても，
進化ゲーム理論を制度研究者にとって魅力的にさせているものは，前述した合理的なプレーヤー
を仮定しなくてもよい点に加えて，複数均衡の可能性およびそこに行き着くまでの過程に関する
動学的な分析といったところだと思われる。
　さて，進化ゲーム理論を含めてゲーム理論一般に当てはまることであろうが，その方法は，行
為者のおかれている問題状況を再構成することによってその行動を説明しようとするPopperの
（16）　もう少し詳細にESSについて説明すると，例えば，戦略Aと戦略βという2つの戦略があるとして，
　戦略AがESSであるということは，
　　　　　F（A，ノ1）≧F（B，A），
　　　　　F（A，A）＝F（B，　A）⇒F（A，　B）＞F（B，　B）
　　という条件を満たすことである。また，この条件式は，集団内において戦略Bを採用するプレーヤー
　　の割合を∫∈（0，1）とし，
　　　　　F［A，（1－s）A十sB］＞F［B，（1－s）A十sB］
　　と表現することもできる（この場合，戦略Bを採用するプレーヤーの割合∫は十分小さなものである
　　と考える）。
（17）　もっとも，進化的安定性の基準は，あくまで集団がある戦略に到達した状態で，それが進化圧に対し
　　て頑健がどうかを問うための基準であって，どのようにしてある戦略が進化的に安定なものとなってい
　　くのかというプロセスを説明するものではない（Weibull，1995，邦訳書p．42）。
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状況分析に通ずるものがあると考えられる（McMillan，1991，邦訳p．9；渡部，2000，　p．144，149）。
このことは，Maynard　Smith（1982）の主張，つまり，進化は歴史的な過程（1回限りの出来
事の系列）であり，ゲーム理論はいわば特殊理論（進化上の特定の出来事を説明するための理論）
を定式化する手段である（p．9），というものから理解できると思われる。というのも，これは，
進化論の仮説が個別的・歴史的な言明であるということを意味しているのであり，まさしく
Popperの状況分析に通じるものだからである。
　また，通常の進化ゲームにおいては，ゲームのルールそのものがゲームの中から生成されるこ
とは組み込まれておらず，環境は不変であり，利得関数も固定されているという意味で，進化ゲー
ムの多くは方法論的個人主義に基づいて構成されていると考えられる（塩沢，2000，p．41）。も
ちろん，これは上述した状況分析とともに新制度主義を基礎づけているものである。
　新制度主義者が従来のゲーム理論に限らず，進化ゲーム理論を制度研究に積極的に活用してい
るという事実は，一つに上述のような方法論的基礎を共有しているからであると思われる。しか
し，これらのアプローチは，次に述べる進化経済学的アプローチとは全く異なっているといわな
いまでも，方法論上の性質に関して大きく異なっている。進化経済学的アプローチはどちらかと
いえば旧制度主義に近いのである。
2．進化経済学的アプローチ
　進化経済学的アプローチは，遺伝，変異，淘汰などといった生物学の概念のメタファーに
よって経済理論を構築しようとするものである。何よりもこのアプローチを代表する研究は，
Nelson　and　Winter（1982）によるものであろうが，彼らは，遺伝子はルーティン，変異は探索
（search），自然淘汰は市場競争に置き換え，経済的変化を生物の進化過程に類比させている。ま
た，同じく生物進化のメタファーを用いて経済理論を構築しようとする研究として，Hodgson
図1　新制度派経済学と進化経済学的アプローチとの関係
進化経済学的アプローチ
eg　Nelson＆Winter
eg　Smith，　Marx，
　Knight，　Penrose
ハイブリッド
eg　Teece，
　Langlois
取引費用経済学
eg　Coase，
　Williamson
eg　Alchian＆Demsetz，
　Fama，　Hart
出所：Hodgson（1999，　p．249）
「　原著では，Competence－Basedとなっているが，マーケティングにおいては，
資源べ一ス（Resource－Based）の方が一般的な名称と思われたので，このようにした。
’2原著では，Contractarianとなっている。　Hodgson（1999）においては，新制度
派経済学と同じ意味で用いられていると思われる。
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（1993b，1999）などがある。
　進化経済学的アプローチの旗手の一人であるHodgson（1999）は，進化経済学的アプローチ
を図1にあるように分類し，資源べ一ス・アプローチのサブ・グループに位置づけ，新制度派経
済学に対立するものとして位置づけている。彼は，新制度派経済学を次のように特徴づけて，進
化経済学的アプローチと区別する。（1）所与の個人（典型的には所与の選好関数をもつ個人）の
間における契約が分析の出発点であり，そのような契約のすべてが，単一次元の効用水準の観点
から個々人によって評価されると仮定されている。（2）企業の分析は個人間における契約に還元
され，しばしば，それは取引費用の最小化を含意するが，そこではそれぞれのガバナンス様式に
わたって同じ技術が仮定され，生産と技術の問題はガバナンス構造や取引費用の問題と切り離さ
れている。（3）比較静学的な説明として特徴づけられ，学習，イノベーション，技術の発展といっ
た動態的な側面は無視されている（Hodgson，1999，　pp．　250－251）。
　進化という言葉を冠しているという点では，前述の進化ゲーム論的アプローチと同じであるが，
Hodgson（1988）やネルソン（1998）は，彼らの説明・理解の方法が進化ゲーム論的アプロー
チとは異なっていると主張する。例えば，Hodgson（1988）は，制度の発生もしくは自生的
秩序の生成というべき現象に関して，ゲーム理論の手法を用いたEUIImann－Margalit，
A．Schotter，　R．　Sugdenなどの研究を次のように特徴づけ，自分が彼らとは異なるアプローチを
採用していることを主張している。第一に，ゲーム理論の利用において，さまざまな場合に生ま
れる利得が，戦略を練るにあたって事前に知られうることが想定されていること，第二に，ゲー
ム理論を利用した研究は，個人やその目的と利害を外生的ないし所与と考えており，時としてはっ
きりとした方法論的個人主義への偏りを容認しているということである（p．141）。
　進化経済学的アプローチを標榜する論者たちは，還元主義的な立場を批判する。近年目覚しい
発展を遂げた非線形動学モデルの諸研究は，経路依存に人々の関心を向かわせるとともに，それ
は還元主義を批判する論者にとっての追い風にもなったと思われる。彼らは現実の経済を非線形
システムとして捉え，従来の還元主義的な方法による経済理論は経済を線形システムと仮定した
場合にのみ通用するものであると論じる（例えば，吉田［2002］）。
　Hodgsonは一連の著作を通じて，社会現象の説明を個人問題に還元する方法論的個人主義が
複雑な経済システムを捉える上で不十分であるとし，それを厳しく攻撃し続けた。しかし一方で，
全体論的な立場に立って社会全体という問題に還元して説明することに対しても不満足なもので
あり，両者に代替しうる非還元主義的な方法があると主張する（】8）（Hodgson，1993b，邦訳p．368）。
　進化経済学的アプローチを採用する論者は，旧制度主義のVeblenやCommonsが依拠したと
されるPeirceやWhiteheadに傾倒する傾向にあるように思われる。例えば，塩沢（1997）は，
人間の行動におけるルーティン化（計算量の縮減）の問題とプラグマティズムのいう思考の習慣
およびアブダクティブなプロセスという考えとの繋がりを認識している。また，Hodgson
（18）　これは，塩沢（1997）におけるミクロ・マクロ・ループの議論とほとんど同じもののように思われる。
　詳細については，塩沢（1997）の第3章「慣行の束としての経済システム」を参照のこと。
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（1993b，1999）においては，明確にPeirceへの傾倒が見られ，アブダクション，つまりメタファー
に基づく推論が科学の新奇性と創造性の源泉であると認識し，生物学的メタファーによる経済学
の構築を模索している。さらに，還元主義を批判する進化経済学的アプローチを採用する論者は，
Whiteheadなどのような有機体論にも依拠する傾向にあるのである。
　さて，これ以上の議論については，別稿に譲るほかないが，これまでの議論から明らかなよう
に，進化経済学的アプローチは旧制度主義との強い繋がりがみられるのである。これは，
Hodgsonが一連の著作を通じて，　Veblenの研究を高く評価していることからも窺えることでも
ある。
V．む　す　び
　本稿は，マーケティングにおける制度的研究と呼びうる研究群を研究対象および方法論上の性
質から整理し，さらにそれらの研究が依拠した経済学における諸アプローチの方法論的基礎を明
らかにした。これまでの議論は，次のようにまとめることができると思われる。まず，経済学に
おける諸アプローチについてである。それは，旧制度主義と進化経済学的アプローチが全体論・
有機体論的な立場，非還元主義的な立場，プラグマティズムの影響といったものとして特徴づけ
られるのに対して，新制度主義や進化ゲーム論的アプローチが方法論的個人主義に立脚し，演繹
的な状況分析の方法にしたがっているという特徴を有しているということである。
　また，マーケティングにおける過去と現在のおよび今後予想される制度的研究の研究対象と各
アプローチとの対応関係は，次のように表すことができると思われる。
〈研究対象〉 〈アプローチ〉
流通機構（マクロ・マーケティング） 旧制度主義〈全体論的見方〉
流通チャネル構造 ミクロ経済学
V制度主義（取引費用経済学）
制度1（垂直的取引制限，契約など） ミクロ経済学
V制度主義（エージェンシー理論など）
制度2（取引慣行，規範，自生的秩序，
@　　ルーティンなど）
旧制度主義〈動態的見方〉
i化ゲーム論的アプローチ
i化経済学的アプローチ
※この中には，紙幅の関係から，本文の中で取り扱えていないものもある。垂直的取引制限に
　関するミクロ経済学的アプローチ，エージェンシー理論などによる契約の設計に関する議論
　などである。
　以上が本稿において論じられた内容をまとめたものである。ここで，特にわが国におけるマー
ケティング研究者の間で，流通取引制度（取引慣行）に関する歴史的研究を重視する動きが，
1990年代中葉から見られることに関して少し付言しよう。
　これまでの議論は，制度に関する歴史的研究の方法にも関連していると思われる。かつて旧制
度主義が「単なる事実の集積物」と新制度主義から椰楡されたことを考慮し，ここで，制度に関
（109） マーケティング研究における制度論的視角 109
する歴史的研究の適切なる方法とは如何なるものなのであろうかという疑問が生じてくる。もち
ろんその中には，単に事実を述べるのではなく，歴史の中に何らかの因果関係を見出すことが重
要であるということが含まれるかもしれない。また，歴史に普遍的な言明というものを求めるべ
きではなく，歴史的研究とはあくまで特殊的な理論にかかわるものであるという主張も含まれる
かもしれない。
　では，Veblen（1899）は，旧制度主義の「単なる事実の集積物」の一一部を成しているもので
あったのであろうか。もちろん，そうでないように思われる。彼は制度変化の歴史の中にある因
果関係の連鎖を繋ぎあわせた。前述したように，彼はいわゆる累積的因果性というものを重視し
ていた。もちろん，それはいわゆる無限後退の問題への対処という重荷を背負うことにもなるの
かもしれないが。また，Veblenは歴史に普遍的な言明を求めてはいなかったように思われる。
　新制度主義と同じ方法論的立場に立脚したとき，歴史的研究の方法を学ぶ上でおそらく高く評
価されると思うのは，のちにPopperによって提示された状況分析の方法と同じ方法を採用して
いたとされるM．Weberの研究であろう。しかしここで新たな問題が生じる。つまり，例えば
VeblenとWeber，両碩学の研究は何が違うのか。それとも実は同じなのか。さらには，補完的
なのか。もちろん，今ここで，何らかの答えを見出せるわけもない。それについては，筆者の今
後の課題とし，ここで改めて，「…実直で労を惜しまぬ歴史研究こそが，経路依存性とそれにま
つわる諸問題に判決を下すことができるのである」（Hodgson，1993b，邦訳p．319）という言葉
は，今後の制度に関する歴史的研究の重要性を感じさせるものであるように思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献
荒川祐吉（1960）『現代配給理論』千倉書房
荒川祐吉（1978）「マーケティング・サイエンスの系譜』千倉書房
Aoki，　M．（2001）Towαrds　a　Compαrative　lnstitutionα1　Analysis，　Massachusetts　lnstitute　of　Technology
　　（滝澤弘和・谷口和弘訳『比較制度分析に向けて』NTT出版，2001年）．
Arthur，　B．　W．（1988）“Self－Reinforcing　Mechanisms　in　Economics，”in　P．　W．　Anderson，　K．　J．　Arrow
　　and　D．　Pines　eds．，　The　Economyαs　an　Evotving　Complex　System，　Addison－Wesley　Publishing
　　Company，　PP．9－31．
Arthur，　B．　W．（1989）“Competing　Technologies，　Increasing　Returns，　and　Lock－in　by　Historical
　　Events，”The　Economic　／ournα1，99（March），pp．116－131．
Arthur，　B．　W．（1994）Increasing　Returns　and　Path　Dependence　in　the　Economy　University　of　Michigan．
Breyer，　R．　F．（1934）The　Markeling　lnstitution，　McGraw－Hill　Book　Company（光澤滋朗訳「マーケティ
　　ング制度論』同文舘，1986年）．
Bucklin，　L．　P．（1965）“Postponement，　Speculat｛on　and　the　Structure　of　Distribution　Channels，”／our－
　　nat（～f　Marketing　1～esearch，2（February），　pp．26－31．
Coase，　R．　H．（1937）“The　Nature　of　the　Firm，”　Economica，11，　reprinted　in　R．　H．　Coase，　The　Firm，　The
　　Marhet，　The　Law，　The　University　of　Chicago　Press，1988（宮沢健一他訳「企業・市場・法』東洋
　　経済新報社，1992年）．
Coase，　R．　H，（1998）“The　Institutional　Economics，”　Amen’can　Economic　Revietv（Papers　and　Proceed－
　　ings），88（2），　pp．72－74．
Commons，　J．　R．（1959）Jnstitutional　Economics’　Jts　Ptace　in　Political　Economy，　University　of　Wisconsin
110 「明大商学論叢』第86巻第1号 （110）
　　　Press．
Commons，　J．　R．（1950）The　Economics　of　Collective．Action，　The　Macmillan　Company（春日井薫・春
　　　日井敬訳『集団行動の経済学』文雅堂，1958年）．
Converse，　P．　D．（1935）The　Elements（）f　Marleeting［Revised　edition］，　Prentice－Hall．
Dorfman，　J．（1934）Thorstein　Veblen　and　His．Amen’ca，　Viking　Penguin　Inc．（八木甫訳「ヴェブレン：
　　　その人と時代』ホルト・サンダース・ジャパン，1985年）．
Duddy，　E．　A．　and　D．　A．　Revzan（1947）Marleeting：∠An　lnstitUtional、APProach，　McGraw－Hill　Book　Com－
　　　pany．
Elster，　J．（1989）The〈luts　and　Bolts　for　the　Social　Sciences，　Cambridge　University　Press（海野道郎
　　　訳「社会科学の道具箱一合理的選択理論入門」ハーベスト社，1997年）．
Gordon，　R．　A．（1963）“lnstitutional　Elements　in　Contemporary　Economics，”in　J．　Dorfman，
　　　C．EAyers，　N．　W．　Chamberlain，　S．　Kuznets　and　R．　A．　Gordon，　Institutional　Economics’Vebten，
　　　Commons，　and　Mitchel　1～econsidered，　University　of　California　Press，　pp．123－147．
Gruchy，　A．　G．（1972）Contempora7　y　Economic　7物o㎎肱The　Coπ厩∂π彦ゴoηof　Neo－lnstitutional　Econom－
　　　ics，　Augustus　M．　Kelley・Publishers．
Hodgson，　G．　M．（1988）Economics　and　lnstitutions：AManifesto　for　a　Modern　Institutional　Econom－
　　　ics，　Polity　Press（八木紀一郎他訳『現代制度派経済学宣言』名古屋大学出版会，1997年）．
Hodgson，　G．　M．（1993a）‘‘Institutional　Economics：Surveying　the　‘Old’　and　the　‘New∵’　Metr（）economica，
　　　44（1），pp．1－28．
Hodgson，　G．　M．（1993b）Economics　and　Evolution，　Blackwell　Publishers（西部，忠監訳『進化と経済学」
　　　東洋経済新報社，2003年）．
ポジソン，ジェフリー・M（1998）「制度派進化経済学と資本．蜍`の進化」「経済セミナー』，516号，pp．　64－72．
Hodgson，　G．　M．（1999）Evolution　and　Institutions：On　Evolutionary　Economics　and　the　Evolution　of
　　　Economics，　Edward　Elgar．
堀田一善（1991）「初期マーケティング研究方法論争の性質」，堀田一善編著『マーケティング研究の方
　　　法論」（中央経済社）所収．
堀越比呂志（2001）「学説研究のフレームワークとマーケティング研究の構造」『青山経営論集』35（4），
　　　PP．19－36．
Langlois，　R．　N．（1986a）‘The　New　Institutional　Economics：an　introductory　essay，”in　R．　N．　Langlois
　　　ed．，　Economics　asαProcess：Essays　in　the　Alew　Institutional　Economics，　Cambridge　University
　　　Press，　pp，1－25．
Langlois，　R．　N．（1986b）“Rationality，　institutions，　and　explanation，”in　R．　N．　Langlois　ed．　Economics
　　　as　a　Process！　Essays　in　the　New　Jnstitutional　Economics，　Cambridge　University　Press，　pp．225－255．
Mallen，　B．　E．（1973）“Functional　Spin－Off：AKey　to　Anticipating　Change　ln　Distribution　Structure，”
　　　／ournα1（）f　Marleeting，37（July），pp．18－25．
Matthews，　R．　C．0．（1986），“The　Economics　of　lnstitutions　and　the　Sources　of　Growth，”The　Economic
　　　ノ伽7ηα！，96（December），pp．903－918．
Maynard　SmithJ．（1974）“The　Theory　of　Games　and　the　Evolution　of　Animal　Conflicts，”1（）urnal　of
　　　Theoretical　Biology，　Vol．47，　pp．209－221．
Maynard　Smith，　J．（1982）Evolution　and　the　T加oη（ゾGα吻θs，　Cambridge　University　Press（寺元英・
　　　梯正之訳『進化とゲーム理論一闘争の論理』産業図書，1985年）．
McCammon，　B（1963）“Alternative　Explanatjons　of　lnstitutional　Change　and　Channe1　Evolution，”in
　　　S．　A．　Greyser　ed．，　Totvard　Scientific　Marleeting，　American　Marketing　Association，　pp．477－490．
McMillan，　J．（1991）Games，　Strategies，αnd　Manager，　Oxford　University　Press（伊藤秀史・林田修訳
　　　「経営戦略のゲーム理論一交渉・契約・入札の戦略分析』有斐閣，1995　ff）．
（111） マーケティング研究における制度論的視角 111
光澤滋朗（1993）「R・F・プレイヤー一制度主義的マーケティング論の開拓者一」，マーケティング史研
　　究会編『マーケティング学説史一アメリカ編一』（同文舘）所収．
ネルソン，リチャード（1998）「進化経済理論の観点」，進化経済学会編「進化経済学とは何か』（有斐閣）
　　所収．
Picot，　A．，　H．　Dietl　and　E．　Franck（1997）Orgαnisαtion，　Schaffer－Poeschel　Verlag（丹沢安治他訳「新
　　制度派経済学による組織入門』白桃書房，1999年）．
Popper，　K．・R．（1950）The（）Pen　Soct’ety　and　Jts　Enemies，　Princeton　University　Press（内田詔夫・小河
　　原誠訳『開かれた社会とその敵』未来社，1980年）．
Popper，　K．　R．（1957）The　Poverty（）f　Historicism，　Routledge＆Kegan　Paul　London（久野収・市井三
　　郎訳「歴史主義の貧困一社会科学の方法と実践』中央公論社，1961年）．
Popper，　K．　R．（1972）Objective　Knowledge，　The　Clarendon　Press（森博訳「客観的知識一進化論的ア
　　プローチ』木鐸社，1974年）．
Revzan，　D．　A．（1965）“The　Holistic－Institutional　Approach　to　Marketing，”in　Perspectives　for　Reseαrch
　　tn　Marketing　Seven　Essαys，　Institute　of　Business　and　Economic　Research，　University　of　Califor－
　　nia，　Berkeley，　reprinted　in　J．　B．　Kernan　and　M．　S．　Sommers　eds．（1968）Perspectives　in　Marheting
　　Thθory，　Appleton－Century－Crofts，　pp．97－136．
Rindfleisch　and　Heide（1997）“Transaction　Cost　Analysis：Past，　Present，　and　Future　Applications，”
　　／ournαl　of　Marheting，　Vol．61（October），pp．30－54．
佐々木晃（1995）「ソースタイン・ヴェブレンの制度進化の理論」「日本大学経済学部経済科学研究所紀要』
　　20，pp．71－82．
Sheth，　J．　N．，　D．　M．　Gardner　and　D．　E．　Garrett（1988）Marketing　Theor：y：　Evolution　and　Evaluation，　John
　　Wiley＆Sons（流通科学研究会訳「マーケティング理論への挑戦』東洋経済新報社，1991年）．
塩沢由典（1997）『複雑さの帰結一複雑系経済学試論』NTT出版，
塩沢由典（2000）「進化経済学の課題」，進化経済学会・塩沢由典編「方法としての進化』（シュプリンガー・
　　フェアラーク東京）所収．
Stigler，　G．　J．（1951）“The　Division　of　Labor　is　Limited　by　the　Extent　of　the　Market，”／oumal（）f　Politi－
　　cal　Econonzy，59（June），pp．185－193．
丹沢安治（2000）『新制度派経済学による組織研究の基礎一制度の発生とコントロールへのアプローチ』
　　白桃書房
Veblen，　T．（1899）The　Theo貿yy　ofLeis’ure　Class：　A　n　Economic　Study　in　the　Evolution　of　lnstitutions，　New
　　York：Macmillan（小原敬士訳『有閑階級の理論』岩波書店，1961年）．
Veblen，　T．（1919）The　Place　of　Science勿Modern　Civilisαtion　and　Other　Essays，　New　York：Heubsch．
渡部直樹（1991）「新制度主義アプローチの方法論的基礎に関する一考察一特に取引費用経済学と経済的
　　行動主義との関連から一」「三田商学研究』31（1），pp．62－7L
渡部直樹（2000）「協調的関係に対するゲーム理論的接近について」「三田商学研究』43（1），pp．　143－170．
渡部直樹（2000）「2つの進化論と組織行動一ダーウィン主義とラマルク主義一」『三田商学研究』43（特
　　別号），pp．31－50．
Weibull，　J．　W，（1995）Evolutionary　Game　Theo7：y，　Massachusetts　lnstitute　of　Technology（大和瀬達
　　二監訳「進化ゲームの理論」オフィスカノウチ，1998年）．
Williamson，0．　E．（1975）Markets　and　Hierarchies：Anatysis　and　Antitrwst　Jmplications，　Free　Press
　　（浅沼萬里・岩崎晃訳『市場と企業組織』日本評論社，1980年）．
Wjlliamson，0，　E，（1985）The　Economic　lnstitutions　Of　Capitalism：　Fimas，　Marleets，　Relational　Contract－
　　ing，　New　York，　The　Free　Press．
Williamson，0．　E．（1990）“Chester　Barnard　and　the　Incipient　Science　of　Organization，”in
　　O．E．　Williamson　ed．，　Organization　Theory：From　Barnard　to伽Present　and　Beyond，　Oxford
112 『明大商学論叢』第86巻第1号 （112）
　　University　Press（飯野春樹監訳「現代組織論とバーナード』文眞堂，1997年），
Williamson，　O．　E．（1994）“Transaction　Cost　Ec’onomics　and　Organization　Theory，”in　N．　J．　Smelser
　　and　R．　Swdberg　eds”The　Handbooh　of　Economic　Sociology，　Princeton　University　Press．
Williamson，0．　E．（1996）The　Mechanisms　of　Governαnce，　Oxford　University　Press．
Williamson，0．　E（1998）“The　lnstitutions　of　Governance，”Amen’cαn　Economic　Revieω（Papersαnd
　　Prc）ceedings），88（2），pp．75－79．
吉田和男（2002）「新しい経済学のパラダイムを求あて」，吉田和男編著『複雑系経済学へのアプローチ」
　　（東洋経済新報社）所収．
